
小形風力発電事業の現状と 

本格導入に向けた留意点 

 高知商工会館 

 2017年2月9日(木) 

理事 兼 事務局長  鈴木 和幸 



■ 布引風の高原 
（福島県 郡山市） 
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■ 日本クリーン環境推進機構のご紹介 
－ Japan Clean Environment Promotion Organization 
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■ 法人概要 

名称 一般財団法人日本クリーン環境推進機構（JCEP） 

会長 愛知 和男  

理事長 石村 毅 

理事 菊池 三郎 

理事 本田 浩次 

理事 兼 事務局長 鈴木 和幸 

理事 表 文彦 

理事 西岡 正城 

設立  2013年2月 

機構の目的 

 官公庁、関係機関、関係企業等と協力し、環境に係る諸問題の資料及び情報の収集、調査及び研究を行

い、技術協力及び国際協力に関する活動を促進する。 

 持続可能なエネルギーベストミックスを追求し、地球温暖化対策及び地球環境のクリーン化に貢献する。 

事業 

1. 資料及び情報の収集、提供及び普及啓発 

2. 研究会、講演会等の開催 

3. 図書、機関誌等の刊行 

4. 国際協力・国際交流活動の支援 

5. 技術及び事業化の調査研究及び開発 

6. 技術協力の実施 

7. その他本機構の目的達成に必要な事業 

8. あ 
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■ JCEP講演会 
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■ あおぎんセミナー 
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■ 小形風力発電とは 
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■ 小形風車とは（日本海事協会） 

出所：一般財団法人 日本海事協会「JCEP第11回講演会資料」より 
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■ 導入のポイント（日本小形風力発電協会） 

出所：一般社団法人 日本小形風力発電協会「JCEP第11回講演会資料」より 
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■ 現状と留意点 
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■ 発電事業者の責任 

発電事業者 
（投資家） 

「適地」に、「適切」な設備を、「適正」に建てる 

情
報
収
集 

情
報
収
集 

不動産 

設計・施工・
メンテナンス 

自治体・住民 

保険 金融 

販売 

メーカー 
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■ 小形風車の場合 

適切 

 規模・予算 

 目的（売電・自家消費） 

 リスク管理 

適正 

 メーカーによる指導 

 製品保証 

情
報
収
集 

情
報
交
換 

研
修 

連携・情報交換 

適地 

 風況 

 系統接続 

 地元の理解・協力 

販売 

メーカー 

設計・施工・
メンテナンス 
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■ 風況の把握 
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■ 全国の風況 

14 
NEDO 風況マップ 

（出典：「風力発電導入ガイドブック」 NEDO 2008年） 

■  年間の平均風速が、6.0m/s以上の好風況の 
地域は、特に北海道、東北から関東地方にかけての
沿岸部・山稜部に多く分布しています。 
 
 
■  但し、小形風力発電機の場合は、高さが30ｍ 
以下と低いため、地形的影響を大きく受けるので、
計画の際には、注意が必要です。 

 



■ 風況調査の必要性 
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■ 適地選定のためには、実際の観測や、精緻な風況シミュレーションが必要 
 
適地の選定には、NEDO・環境省の風況マップを目安として活用できます。 
 
しかし、小形風車は、高さが低く、地形の影響を大きく受けます。 
また、季節による差が大きいため、平均風速を単純計算して、年間発電量を 
判断するのは危険です。 

NEDO 風況マップ(30m地点） 環境省 風況マップ （80ｍ地点） 



■ 風況観測（青森県大間） 

12月～2月 
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大間

風間浦
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■ 風況観測（青森県大間、6～7月） 

2016年6月 2016年7月 

平均風速（高さ１２m 15分間隔） 

単純平均線（4.4m/s） 

・最大風速10m以上の出現率19.5％ 

1128回／5796個（データ総数） 

・最大風速3m以下の出現率13.3％ 

773回／5796個（データ総数） 
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■ 風況予測（発電量予測） 

18 

事業計画を立てるにあたっては、 風況を実測することが望ましいですが、 
小形風力では、長期間の調査は難しいのが実情です。 
 
実測調査だけでなく、地形にあった風況予測技術を用いることによって、 
より精度の高い事業計画の立案が可能となります。 

 

風況予測ソフトウェアによる発電量シミュレーション 

例）MASCOT（東京大学橋梁研究所）
は、大型風車でもよく使われているプログ
ラムです。 
 
日本特有の条件においても、 
高い精度で風況や発電量予測が可能です。 



■観測値と予測値の比較 
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(a)地点：大間（2016/6/2～12/12） (b)地点：風間浦（2016/7/16～12/12） 

○MASCOT解析手法 
 
気象庁MSM（メソ数値予報モデル、5kmメッシュ）の最寄地点のデータ 

を使用し、MASCOTにより局地風況に変換。 
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■. 四季と売電収入 

100 50 50 

10 

9月～11月 3月～5月 

6月～8月 

12月～2月 

最盛期（12月～2月）を「100」
とした場合の売電イメージ 
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■ 設置にあたって 

50 
50 

10 
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出所：12月29日付 

「日経新聞 東北版」 小形風力に関する自治体ガイドライン（青森県） 

自治体 住宅からの距離 近隣への説明 

横浜町 500m 同意書取得 

大間町 300m 事業説明 

東通村 300m 同意書取得 

風間浦村 300m 事業説明 

野辺地町 500m 事業説明 



■ ガイドラインの把握 
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風車位置より、ガイドラインに 
係る範囲を調べます。 
 
施設までの距離を測り、騒音量な
どを予測します。 
 
自治体や住民への説明を前提に事
業を計画し、場合によっては住民
説明会の実施を推奨。 

風車近隣の住宅・施設を調べる 

300m 

200m 

100m 



 FIT55円の継続 

 FIT対象範囲の拡大 

（20kw⇒50kw） 

 自然公園法の緩和 

■ JCEPの取り組み 

 セミナー・講演会 

 ハイブリッド（風力+太陽光） 

株式会社多摩川ホールディングス（千葉県館山市） 

23 



■ ハイブリッド発電 
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■ JCEPの役割 

土地 

設計・施工・
メンテナンス 

政府・自治体・業界団体 

保険 

資金 

販売 

メーカー 

開催支援・講師派遣 

発電事業者（投資家） 

相談 

情報交換 

提言・要望・意見 

住民説明 

風車 

■政府 

■地域 

■関連団体 

■講演会・セミナー 

■事業化支援 

紹介・アレンジ 

不動産・ 
金融機関 

ヒアリング 

商品・サービスの提供 
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■企業 



■ 事前調査報告書 
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JCEPでは、大型風力と同様のソフ
トウェア・計算式を用いて、 
発電量予測・関連法規調査・騒音
推計を行い、プロジェクトの成立
性の事前調査を行っております。 
 
事業を始める前の、客観的な判断
材料として活用できます。 
 

事業性の基礎調査の実施 



ご清聴、ありがとうございました。 

お問い合わせ先 
 
一般財団法人 日本クリーン推進環境機構（JCEP) 
  東京都千代田区九段北1-15-14 九段バワンビル 
 TEL:  03-5214-3572   mail:  info@jcep.or.jp  

  →  http://jcep.or.jp 


